
表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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④ 組　織

＜組織体制＞
施設課において水道事業を所管しています。水道に従事している職員は下水道事業も兼任し、管理職１名、技術系職員２名、事務系１名、専門員１名となっています。

＜職員数・職種・年齢構成等＞

管理職 主査 技師 事務職 専門員 合計

61歳～ 人 人 人 人 １人 １人

51～60歳 １人 人 人 人 人 １人

41～50歳 人 ２人 人 人 人 ２人

31～40歳 人 人 １人 人 人 １人

30～歳 人 人 人 人 人 人

合計 人 人 人 人 人 ５人

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

これまでの主な経営健全化の取組

○水道事業創設当時から取水、導水管、浄水場を近隣の更別村と共同で設置、運営し経費節減に努めています。
○将来の人口減による収入減、施設の老朽化による更新事業など中期的な視野に立った経営が求められていることから公営企業法適用に
向け令和元年から３年に移行作業を進め、令和４年度から公営企業法を適用する予定です。

別紙、経営比較分析表のとおり。
経営比較分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本村の経年比較や類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析
を行い、経営の状態及び課題を簡明に把握することができます。

※ 直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

施設課長

水道技術管理者

担 当 担 当担 当
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

全体総括

　老朽化が進んでいる他の自治体と共同維持管理している浄水場のあり方
について、更新、再構築又は企業団からの全量受水かの検討中である。
　また、上記の計画を進める上では、多額の費用を要することから、施設
の維持管理費などの節減に努め、着実な基金への積立を実施する必要があ
る。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

・収益的収支比率
給水収益や一般会計繰入金(基準内繰入)の総収益で、総費用に地方債償

還金を加えた額を支払いしても黒字会計となり類似団体平均値と比較して
も３９％上回り、健全的な運営であると数値から分析できる。
・企業債残高対給水収益比率

起債残高は当初投資工事の償還が終了しているため少なく、大規模な起
債借入れによる水道施設等の更新工事を行なっておらず、類似団体平均値
を大きく下回っている。
・料金回収率

料金回収率が１００％を上回っており、給水に係る費用のほぼ全てを料
金収入で賄っていることが数値から確認でき、類似団体平均値を大きく上
回っている。
・給水原価

類似団体平均値と比較し安価に推移している要因は、浄水場を他の自治
体と共同施設で維持管理しているためである。
・施設利用率

平成２９年度は原水の高濁度による取水の停止し、平成３０年度は畑地
かんがいの導水路工事に伴い、水道企業団からの受水量が増加したため、
利用率が減少している状況である。
・有収率

類似団体平均値と比較し高く推移しており、この状態を維持するよう施
設の保守点検などの維持管理に努めることが必要である。

2. 老朽化の状況について

・管路の状況
水道管路は一部耐用年数を経過しているため、平成３１年度に管路の劣

化調査を行い、更新の見通しを検討している。
・施設の状況

水道施設の機器に関して、重要度、老朽化具合に応じて、平成２２年度
から平成２４年度までの３年間で更新は完了済である。

浄水場、配水地についても建設後５０年近く経過しているため、毎年保
守点検を実施し、施設の維持管理に努めている。

また、平成３０年度に配水地の耐震診断を実施し、配水地の更新計画書
を作成している。

2. 老朽化の状況

－

- 該当数値なし 98.15 4,300 3,818 63.40 60.22 【】

292.58 13.39 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D3 非設置 3,918

経営比較分析表（平成30年度決算）
北海道　中札内村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)
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①収益的収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)
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①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

該当数値なし 該当数値なし
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

給水人口の予測

人口減少に伴い給水人口も減少するが、大型工場の稼働が今後も見込まれ、使用量が増加傾向にあることから有収水量は僅かな減少にと
どまると見込んでいます。

本村は、まちづくり計画の将来像に「みんなでつくる　笑顔あふれるまち」を掲げ、「自然豊かで快適に暮らせるまち」を基本目標に、日常生活
において必要不可欠な水道水の安定供給を図り、適切な運転管理に努めてきました。今後も継続して水道水の供給を行うために、水道施設
の計画的な設備更新の検討、事務事業の効率化による経費の節減など、水道事業の健全運営に努めます。

料金収入の見通し

人口減少に伴い給水人口も減少するが、大型工場の稼働が今後も見込まれ、使用量が増加傾向にあることから料金収入は僅かな減少にと
どまると見込んでいます。

施設課では簡易水道事業とともに下水道事業を所管しており、担当者が兼務している状況です。水道事業を安定的に持続させるために職員
数の適正化に努めます。また、技術職員が再任用として務めていますが、残りの在籍期間が短くなっていることから、今後の知識及び技術の
継承が困難になることから各種研修等に参加することにより職員の知識及び技術の向上に努めます。

水需要の予測

本村の人口は昭和３５年５，１０５人をピークに減少していきました。しかし、平成になり大型工場の進出、宅地分譲等による移住定住促進対策
効果により平成１９年から平成２６年は４，０００人から４，１００人の間で推移しましたが、少子高齢化により平成２７年から４，０００人を割り減
少に転じています。　将来人口の予測は、実績や高齢化人口、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の予測値を基に予測し、（類似人口
町村と比較して減少率は低い）　１０年後の令和１１年の人口は３，６００人を切ると予測しています。

組織の見通し

施設の見通し

浄水施設の老朽化が進んできていることから、現施設を更新する方法と、水道企業団から全量受水する方法を比較検討し将来にわたり安全
安心な水道水を供給する方針を策定します。また、水道本管についても老朽化が進んでいるため、経営効率化を進め、将来の水道管更新に
備えます。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

① 収支計画のうち投資についての説明

② 収支計画のうち財源についての説明

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・委託料
当面の間は現状維持とし、同様の経費を見込みます。

・修繕費
漏水等による配水管の修繕を見込んでいます。

・動力費
経費削減に向けダウンサイジング等できる取り組みを行います。

・人件費
現職員数の費用額を基に計上しています。

目 標 安定した水の供給

目 標 経費削減を検討し、収益的収支の黒字を確保するとともに、料金の値上げを最小限にする。

本村の浄水場は緩速ろ過方式を用いて、ろ過処理をしており今後も水質の維持をするために、適切なメンテナンスの実施により施設の運用に
努めます。また、「2.（4）施設の見通し」で記載したとおり、将来の安定した水道水の供給を見据え、供給方針を策定します。また、災害時等に
おいて供給が困難にならないよう、施設の耐震化や緊急時の体制の強化を図り、事故や災害に強い施設の構築を目指します。

R1年度に行った耐震診断の結果、配水池が耐震性能を満たしていないことが明らかになったため、大型地震に備え耐震化の実施を予定
R3：高区配水池耐震化実施設計

　　  8,600千円
R4：高区配水池耐震化工事

　　45,000千円

・料金
有収水量の推計を行い現行料金体系に当てはめ、収入を見込みます。

・受託工事費収益
共同施設である浄水場管理費の更別村負担分を計上しています。

・企業債
建設改良費の財源として計上しています。

・繰入金
一般会計から繰出基準に基づき基準内で繰入を行います。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

① 投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

② 財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

5年ごとに見直しを行いPDCAサイクルにより評価・検証します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

水需要の動向を踏まえながら、中長期的な課題として検討します。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

配水管更新時に適正規模となるよう検討を行います。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 令和4年度から公営企業法を適用し経営状態の健全度の見える化を図ります。

将来的な負担が増えないように新たな企業債は必要最低限とします。

企業債償還にあたり基準内の繰入金は見込みますが、現状採算が取れていることから基準外の繰入
金は見込みません。

更別村と浄水場の共同運営を行っています。広 域 化

現在、5年に一度、料金を見直す必要があるか検討を行い、必要と判断した場合に見直しを行っており
ます。今後もこれまで同様に必要性に応じて検討していきます。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）
ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

-

そ の 他 の 取 組 -

企 業 債

繰 入 金

制度の有効性について今後検討を進めます。

公営企業会計移行後検討します。

※ 投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け

た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年 度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 117,648 118,163 120,352 115,226 114,094 112,971 111,887 110,877 109,931 109,013 108,116 107,226

（１） (B) 115,704 116,427 118,828 113,967 113,054 112,149 111,254 110,367 109,490 108,621 107,761 106,909

ア 89,763 94,398 92,280 91,357 90,444 89,539 88,644 87,757 86,880 86,011 85,151 84,299

イ (C) 25,163 21,381 25,920 22,110 22,110 22,110 22,110 22,110 22,110 22,110 22,110 22,110

ウ 778 648 628 500 500 500 500 500 500 500 500 500

（２） 1,944 1,736 1,524 1,259 1,040 822 633 510 442 393 355 317

ア 1,892 1,674 1,460 1,209 990 772 583 460 392 343 305 267

イ 52 62 64 50 50 50 50 50 50 50 50 50

２ (D) 88,168 81,206 88,345 86,456 86,968 87,493 88,089 88,829 89,690 90,603 91,551 92,510

（１） 80,383 73,820 82,999 83,938 84,888 85,850 86,823 87,809 88,807 89,818 90,841 91,876

ア 10,419 10,866 10,862 11,079 11,301 11,527 11,757 11,993 12,232 12,477 12,727 12,981

イ 69,964 62,954 72,137 72,858 73,587 74,323 75,066 75,817 76,575 77,341 78,114 78,895

（２） 7,785 7,386 5,346 2,518 2,080 1,643 1,266 1,020 883 785 710 634

ア 3,681 3,249 2,825 2,418 1,980 1,543 1,166 920 783 685 610 534

イ 4,104 4,137 2,521 100 100 100 100 100 100 100 100 100

３ (E) 29,480 36,957 32,007 28,771 27,126 25,478 23,797 22,048 20,241 18,411 16,565 14,716

1 (F) 6,193 192,861 10,771 29,084 54,033 8,825 7,368 7,000 6,336 5,812 5,850 5,888

（１） 38,900 4,000 19,300 30,000

（２） 6,193 6,410 6,771 6,918 9,033 8,825 7,368 7,000 6,336 5,812 5,850 5,888

（３）

（４）

（５） 2,866 15,000

（６） 147,551

（７）

２ (G) 15,070 204,383 16,299 33,438 66,066 20,650 17,736 17,000 15,671 14,623 14,699 14,775

（１） 2,814 191,695 2,933 19,603 48,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

（２） (H) 12,256 12,688 13,366 13,835 18,066 17,650 14,736 14,000 12,671 11,623 11,699 11,775

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 8,877 △ 11,522 △ 5,528 △ 4,355 △ 12,033 △ 11,825 △ 10,368 △ 10,000 △ 9,336 △ 8,812 △ 8,850 △ 8,888

令和11年

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和8年 令和9年 令和10年

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和11年本年度 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年

(J) 20,603 25,435 26,479 24,416 15,093 13,653 13,429 12,048 10,906 9,599 7,716 5,829

(K) 16,708 25,116 25,000 24,000 15,000 13,000 13,000 12,000 10,000 9,000 7,000 5,000

(L) 206 2,001 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

(M)

(N) 4,101 2,320 1,979 916 593 1,153 929 548 1,406 1,099 1,216 1,329

(O)

(P) 4,101 2,320 1,979 916 593 1,153 929 548 1,406 1,099 1,216 1,329

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 90,541 95,046 92,908 91,857 90,944 90,039 89,144 88,257 87,380 86,511 85,651 84,799

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 126,921 153,133 143,767 129,933 111,866 94,457 80,712 69,585 59,793 51,058 42,255 33,384

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1,892 1,674 1,460 1,209 990 772 583 460 392 343 305 267

1,892 1,674 1,460 1,209 990 772 583 460 392 343 305 267

6,193 6,410 6,771 6,918 9,033 8,825 7,368 7,000 6,336 5,812 5,850 5,888

6,193 6,410 6,771 6,918 9,033 8,825 7,368 7,000 6,336 5,812 5,850 5,888

8,085 8,084 8,231 8,127 10,023 9,597 7,951 7,460 6,727 6,154 6,155 6,155

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 117.2 125.8

赤 字 比 率 （ ×100 ）

107.4 106.6 104.7 102.8

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

118.3 114.9 108.6 107.4 108.8 107.8

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

令和10年度令和11年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和7年度 令和8年度 令和9年度
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